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新 潟 県

〇 収 用 委 員 会 委 員 再 任

砂 田 徹 也 委 員 は 、 九 月 二 十 九 日 再 任 さ れ た 。

岐 阜 県

〇 労 働 委 員 会 委 員 任 命

日 比 利 雄 委 員 は 、 七 月 二 十 日 辞 職 し 、 欠 員 で あ っ

た と こ ろ 、 九 月 二 十 日 次 の 者 が 任 命 さ れ た 。

労 働 委 員 会 委 員 ˆ 本 芳 朗

三 重 県

〇 人 事 委 員 会 委 員 再 任

岡 喜 理 夫 委 員 は 、 七 月 二 十 九 日 再 任 さ れ た 。

大 阪 府

〇 教 育 委 員 会 委 員 任 命

中 尾 直 史 委 員 は 、 九 月 三 十 日 任 期 満 了 し 、 十 月

一 日 次 の 者 が 任 命 さ れ た 。

教 育 委 員 会 委 員 井 上 貴 弘

兵 庫 県

新 旧

副 知 事 （ 副 知 事 ） 吉 本 知 之

（ 九 月 二 十 六 日 ）

仙 台 市

〇 監 査 委 員 選 任

柿 沼 敏 万 委 員 は 、 十 月 三 日 辞 職 し 、 同 月 四 日 次

の 者 が 選 任 さ れ た 。

監 査 委 員 ˆ 橋 次 男

〇 教 育 委 員 会 委 員 選 任

松 坂 宏 造 委 員 は 、 十 月 四 日 任 期 満 了 し 、 同 月 五

日 次 の 者 が 選 任 さ れ た 。

教 育 委 員 会 委 員 今 野 克 二

川 崎 市

〇 監 査 委 員 選 任

松 川 欣 起 委 員 は 、 九 月 三 十 日 任 期 満 了 し 、 十 月

一 日 次 の 者 が 選 任 さ れ た 。

監 査 委 員 村 田 恭 輔

堺 市

〇 教 育 委 員 会 委 員 任 命

岩 本 直 美 委 員 は 、 九 月 三 十 日 任 期 満 了 し 、 十 月

一 日 次 の 者 が 任 命 さ れ た 。

教 育 委 員 会 委 員 大 島 幸 恵

認 証 官 任 命 式

十 月 十 一 日 午 後 三 時 五 十 五 分 、 宮 中 に お い て 、

特 命 全 権 大 使 ˆ 橋 二 雄 、 同 森 元 誠 二 、 同 小 井 沼 紀

芳 、 同 礒 部 博 昭 、 同 赤 松 武 及 び 高 等 裁 判 所 長 官 安

井 久 治 の 認 証 官 任 命 式 が 行 わ れ た 。

行 幸 啓
天 皇 皇 后 両 陛 下 は 、 十 月 十 四 日 午 前 十 時 十 八 分

御 出 門 、 東 京 都 に お い て 開 催 さ れ た 第 十 三 回 全 国

障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 水 泳 競 技 を 御 覧 の た め 、 東 京

辰 巳 国 際 水 泳 場 （ 江 東 区 ） へ 行 幸 啓 、 同 十 一 時 五

十 五 分 還 幸 啓 に な っ た 。

官 庁 事 項

九州地方整備局公示
河川区域の変更により廃川敷地等が生じたの

で、河川法施行令（昭和40年政令第14号）第49条
の規定により、次のとおり公示する。
その関係図面は、九州地方整備局及び同局筑後
川河川事務所に備え置いて縦覧に供する。
平成 25年 10月 17日

九州地方整備局長 岩 泰彦
１ 河川の名称 筑後川水系筑後川
２ 廃川敷地等が生じた年月日 平成25年10月17

日
３ 廃川敷地等の位置
大分県日田市大山町西大山字シマ3615番６
大分県日田市大山町西大山字堂ノ元3547番３
大分県日田市大山町西大山字堂ノ元3547番４

４ 廃川敷地等の種類及び数量 土地1¶111平方
メートル

労 働

争議行為の通知の公表について
労働関係調整法（昭和21年法律第25号）第37条
第１項及び労働関係調整法施行令（昭和21年勅令
第478号）第10条の４第１項の規定に基づき、全
済生会労働組合から、年末一時金等の要求に関し
て、平成25年10月18日以降、同組合の組合員が従
事する別表に掲げる全職場（北海道、岩手県、福
島県、 城県、群馬県、埼玉県、東京都、神奈川
県、新潟県、富山県、三重県、京都府、大阪府、
奈良県、和歌山県、鳥取県、広島県、山口県、福

e 閣 議 決 定 等 事 項 e

（ 内 閣 官 房 ）

十 月 十 五 日 （ 火 ）

〇 一 般 案 件 （ 抜 粋 ）

一 、 南 ス ー ダ ン 国 際 平 和 協 力 業 務 実 施 計 画 の 変 更

に つ い て （ 決 定 ）（ 内 閣 府 本 府 ・ 外 務 ・ 防 衛 省 ）

〇 国 会 提 出 案 件

一 、 南 ス ー ダ ン 国 際 平 和 協 力 業 務 の 実 施 の 状 況 に

つ い て （ 決 定 ）（ 内 閣 府 本 府 ・ 外 務 ・ 防 衛 省 ）

〇 法 律 案

一 、 持 続 可 能 な 社 会 保 障 制 度 の 確 立 を 図 る た め の

改 革 の 推 進 に 関 す る 法 律 案 （ 決 定 ）（ 厚 生 労 働

省 ・ 内 閣 府 本 府 ）

一 、 生 活 保 護 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）

（ 厚 生 労 働 ・ 財 務 省 ）

一 、 生 活 困 窮 者 自 立 支 援 法 案 （ 決 定 ）（ 厚 生 労 働 ・

財 務 省 ）

一 、 電 気 事 業 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）

（ 経 済 産 業 省 ）

一 、 産 業 競 争 力 強 化 法 案 （ 決 定 ）（ 経 済 産 業 ・ 総

務 ・ 財 務 ・ 文 部 科 学 省 ）

一 、 海 賊 多 発 海 域 に お け る 日 本 船 舶 の 警 備 に 関 す

る 特 別 措 置 法 案 （ 決 定 ）（ 国 土 交 通 省 ・ 内 閣 官 房 ）

堺 市

選 挙
九 月 二 十 九 日 市 長 の 選 挙 を 行 っ た 結 果 、 次 の 者

が 当 選 し た 。

竹 山 修 身 （ 無 所 属 ）（ 男 ）

諸 事 項

土地家屋調査士懲戒処分公告

下記の者については、土地家屋調査士法（昭和
25年法律第228号）第42条第２号の規定に基づき、
平成25年10月８日から４か月の土地家屋調査士業
務の停止の処分を行ったので、同法第46条の規定
に基づき、公告する。
平成 25年 10月 17日

東京法務局長 石田 一宏
記

氏名 奥口 豊
所属する土地家屋調査士会 東京土地家屋調査士
会
登録番号 東京第6711号
事務所の所在地 東京都文京区小日向一丁目10番
７`304号
違反行為 他人による業務取扱い等

無縁墳墓等改葬公告

中九州横断道路（大野竹田道路）工事のために
無縁墳墓等について改葬することとなりましたの
で、墓地使用者等、死亡者の縁故者及び無縁墳墓
等に関する権利を有する方は、本公告掲載の翌日
から一年以内にお申し出ください。
なお、期日までにお申し出のない場合は、無縁
仏として改葬することになりますのでご承知くだ
さい。
平成 25年 10月 17日
国土交通省九州地方整備局長 岩 泰彦

岡県及び佐賀県）において、争議行為を行う旨の
通知があったので、同条第４項の規定に基づき公
表する。
平成 25年 10月 17日

厚生労働大臣 田村 憲久
別表
北 海 道 済生会小 病院及び済生会西小 病院
岩 手 県 北上済生会病院
福 島 県 済生会川俣病院
城 県 水戸済生会総合病院

群 馬 県 済生会前橋病院
埼 玉 県 済生会鴻巣病院及び済生会川口総合病

院
東 京 都 済生会中央病院
神奈川県 済生会神奈川県病院及び済生会平塚病

院
新 潟 県 済生会三条病院
富 山 県 済生会富山病院及び済生会高岡病院
三 重 県 済生会松阪病院
京 都 府 済生会京都府病院
大 阪 府 済生会野江病院、済生会新泉南病院及

び済生会富田林病院
奈 良 県 済生会奈良病院及び済生会御所病院
和歌山県 済生会和歌山病院及び済生会有田病院
鳥 取 県 済生会境港総合病院
広 島 県 済生会呉病院及び済生会広島病院
山 口 県 済生会山口総合病院及び済生会下関総

合病院
福 岡 県 済生会八幡総合病院、済生会福岡総合

病院、済生会飯塚嘉穂病院、済生会大
牟田病院及び済生会二日市病院

佐 賀 県 済生会唐津病院
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